（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費　　　
	事業名　新県立アカデミー等卒業生定住奨励金事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　清流の国推進部　清流の国づくり政策課　移住定住係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2064）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        289千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	289
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	289

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　国際たくみアカデミー、木工芸術スクール、国際園芸アカデミー、森林文化アカデミーでは、農業、林業等岐阜県の各種産業を支える人材を育成しているが、アカデミー等全体における県外出身者のうち卒業後も県内に留まる者は約２５％と県内定着率は低い状況にある。また、新規卒業者の就職後３年以内の離職率が高いことや、若者の離職理由に賃金・労働時間等の条件が影響していることから、就職後５年間の所得を補完することで、有能な人材の県内定着を目指す。
（２）事業内容

　　　県外出身者の県内定住を促進し、県内産業の担い手を確保するために、県外出身者が県立アカデミー等に入学し、卒業後県内に居住し、県内の企業に就業した場合に奨励金を５年間給付する。
制度導入の初年度は、事業を効果的に実施するため、県立アカデミー等の学校関係者や学生へ向けた案内文書、手引書等を作成し奨励金制度の周知・ＰＲを実施する。
　　イ　給付内容（平成31年度から）
　　　・平成31年度新規給付見込み人数　　　　５３人

　　　・給付金額　　１年目～４年目　年間　１０万円／人
　　　　　　　　　　５年目　　　　　年間１００万円／人
　　ロ　給付条件
　　　　以下①及び②を満たす場合
　　　　①アカデミー等卒業後、６か月以内に修学技術を活用できる産業を始めとする県内企業で就業すること
　　　　②アカデミー等卒業後、引き続き県内に居住すること
　　
（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	役務費
	99
	通信運搬費

	その他
	190
	

	合計
	    289
	


	　決定額の考え方　

　事業の必要性が不明確であるため、計上を見送ります。



事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・県外出身者が県立アカデミー等に入学し、卒業後継続して県内に居住し、農業、林業など各分野で就業した場合に奨励金を５年間給付し、各産業の担い手を県内に呼び込み、育成した有能な人材を県内に定着させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	県外からの移住者数
	1,192人
（H27）
	
	
	1,310人
（H27-28）
	6,000人
（H27-31）
	40.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	　



（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	　県内の各種産業の担い手が不足する中、県内産業を支える有能な人材の確保に資するとともに、県内への定住の促進を図ることから本事業の必要性は非常に高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	　事業を効果的に推進するため、県立アカデミー等への周知、各種産業界との協力体制の構築及び連携が必要である。
　



（次年度の方向性）
	　県立アカデミー等の学生の移住定住を促進することで、継続して県内の各種産業の担い手確保及び定着を図っていく。



